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教育予算（私学助成）の増額で、私たちの要求を実現させよう！教育予算（私学助成）の増額で、私たちの要求を実現させよう！
2026年 4 月から公立私立とも高校授業料無償化実現！！―50年間、全国で 5億9000万筆の署名の成果2026年 4 月から公立私立とも高校授業料無償化実現！！―50年間、全国で 5億9000万筆の署名の成果

・国際人権A規約第13条
　�　「種々の形態の中等教育は、…特に、無償教育の漸進的な導入により、一般的に利

用可能であり、かつ、すべての者に対して機会が与えられるものとすること。」
・子どもの権利条約第28条
　�　「すべての児童に対し、これらの中等教育が利用可能であり、かつ、これらを利用

する機会が与えられるものとし、例えば、無償教育の導入、必要な場合における財政
的援助の提供のような適当な措置をとる。」
・日本国憲法第26条
　�　「すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に

応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する」
〈教育は人間の権利です〉

授業料は無償になったけれど…
・私立高校の入学金（県内私立高校平均額）→約２２万円
・施設費（県内私立高校平均額）→約２８万円
まだまだかかる私立高校の学費…
公立高校の入学金は、５６５０円、
施設費はゼロなのに…
同じ高校なのにこんな格差があって
よいのでしょうか…

教育予算増額で
子どもたちの

豊かな教育の実現を！１ 高校授業料無償化から
学費全体（入学金、施設費など）

の無償化へ！2
私学助成金（経常費助成）は増額（前年度比1.5％増）されているけれど…、
（※経常費助成とは、私立学校の学校運営にかかる日常的な経費を国と県が補助する制度）
物価上昇3.1％（全国消費者物価指数25年平均）には届いていない…、
まだまだ課題、要求が…

　日本はOECD諸国の中
で教育機関への公的支出
の対GDP割合が最低レベ
ル（36ヵ国中35位）です。
　すべての子どもたちに
ゆきとどいた教育を保障
するため、教育予算を他
の先進国なみの水準に増
やすことが必要です！

図表でみる教育2024年版より

上位５国 下位５国

OECD各国　教育機関への政府財政支援

OECD36ヵ国
平均4.2％

日本
2.9％
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エアコンを修理して
ほしい！先生の数が足りない！

教師一人当たり19人の
生徒…（公立は14人）

老朽化した施設を改修して
ほしい！

先生の身分を安定したも
のにして！
（教師の非正規率、公立
約20％、私立約40％）

私学の先生の初任給が低
すぎる！
公立より約 7万円低い！子どもたちの安全確

保のための助成金を
増やしてほしい！

課題を抱えた子ども、
家庭を支援する先生を
増やしてほしい！

体育館にエアコンを
つけてほしい！

1クラス50人を超える学級
を何とかしてほしい！



県へ 国へ

教育費の公私間格差をなくし、子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願
2026年　　月　　日
衆議院議長殿
参議院議長殿

　今年度の私立高校生に対する神奈川県の授業料補助は増額され、すべての私立高校生に対し最大480,000円まで支給される
ことになりました。さらに私立高校に対する生徒一人当たりの経常費補助額は、国・県とも増額され、神奈川県の経常費補助
額は国基準額を上回る額を維持しました。県民の願いである学費負担の公私間格差の是正が一歩進み、中学生の高校選択の幅
が広がりました。
　しかし授業料補助は対象が授業料に限定されているため、生活保護世帯でも施設費などの負担額が年間約28万円残されてい
ます。私立高校への経常費補助額も、実質公立の二分の一まで達していません。また東京都では私立中学校に通う家庭への授
業料補助が所得制限なしで実現していますが、神奈川県にはありません。さらに東京都から他県の私立高校に通う生徒には授
業料補助が出ますが、神奈川県から県外の私立高校へ通う生徒には授業料補助が出ないという問題もあります。
　さらに、神奈川県の私立小中学校に対する経常費補助は、未だ国基準額に達していません。この低い水準が、保護者負担全
国最上位クラスという高学費をもたらしています。
　1975年に制定された私立学校振興助成法は「速やかに（補助額を公立の）１ / ２ とするよう努める」という付帯決議がされま
したが、半世紀経た現在も未だ達成されていません。保護者負担の軽減は、まだ道半ばです。
　私学発祥の地、神奈川の私学は、各校が建学の精神に基づき、切磋琢磨して特徴ある教育をつくり、県民に多様な教育の機
会を示して、豊かな日本社会の形成に寄与しています。神奈川県の教育を支える担い手としての役割を果たし続けています。
そうした私立学校に通う児童生徒の保護者負担を軽減し、私立学校の教育条件を向上させ、すべての子どもたちの学ぶ権利を
保障するため、私学助成をいっそう拡充していくことは県政における最重要課題です。
　以上のことから、次の事項について請願いたします。

１）私立学校の教育条件改善のための経常費助成をさらに拡充してください。
２）老朽化する空調設備の改修など施設設備に対する助成をおこなってください。
３）神奈川県高等学校等生徒学費補助金を入学金、施設費等までさらに拡充してください。
４）県独自の、私立中学校への学費補助制度を創設してください。
５）「学級規模の改善」と「専任教職員増」を可能にする特別補助制度を創設してください。
６）私立幼稚園への私学助成について
　①私立幼稚園への経常費助成を増額してください。
　②私立幼稚園が行う特別支援教育に対しての助成を充実させてください。
　③教職員の勤務条件を改善するための助成を増額してください。
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【請願趣旨】

教育予算を増額し、すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求める私学助成署名
2026年　　月　　日
神奈川県議会議長殿

　 ４月から所得制限を撤廃し、公立高校生への１１万８８００円とともに私立高校生に対しても４５万７２００円を上限に在学する高校の
授業料分を支給するという形で、高等学校の授業料の無償化が前進しました。半世紀を超えるわたくしたちの運動を国会議員
のみなさんが受け止めてくださり実現したものと感謝するとともに、大いに歓迎するところです。
　この国の拡充で浮いた予算を使った自治体独自補助を上乗せすることで、入学金を含め学費無償を実現している県がある一
方で、施設設備費２０万円台、入学金２０万円台が残る自治体も存在し、私学の学費負担の「自治体間格差」が拡大しています。
学費の「公私間」「自治体間」の二重の格差を解消するために「高等学校等就学支援金」がさらに改善されることを求めてやみ
ません。
　私立学校が授業料以外の学納金を徴収せざるを得ないのは、経常費助成補助が貧弱なことに大きな原因があります。私立高
校への経常費助成生徒一人あたり単価は公立高校生 １人への公費支出額の ３割に留まっています。私立小中学校おいては更に
下回ります。更に総務省の統計によると消費者物価指数が２０２０年を１００として１２．２ポイント上昇しており（２０２６年 ２ 月）、私学
の経常費に大きな負担を与えています。物価上昇分を超える経常費助成の増額がなければ、授業料無償化によって私学を選択
した生徒たちを迎える教育条件の整備、教職員の増員が実施できる状況にありません。私立学校振興助成法は第一条＜目的＞
で「私立学校の教育条件の維持向上」を掲げています。私立学校において「３５人学級」「専任教諭増」をすすめ、教育条件の公
私間格差を是正するためにも、教育予算を大幅に増額し、経常費助成補助を増額してください。
　以上の立場から次の事項について請願します。

１ ．教育予算を増額してください
２．�私学において「少人数学級の実施」「専任教職員増」などが可能となるよう、経常費助成補
助を増額してください

３．�誰もがどこででも私立学校を選択できるよう「高等学校等就学支援金」を制度改善してく
ださい

【請願趣旨】

【請願事項】

【請願事項】


